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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第31期第２四半期連結累計（会計）期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりません。 

４．第30期第２四半期連結累計（会計）期間及び第30期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

については、１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第30期 

第２四半期連結
累計期間 

第31期 
第２四半期連結

累計期間 

第30期 
第２四半期連結

会計期間 

第31期 
第２四半期連結 

会計期間 
第30期 

会計期間 

自 平成21年 
４月１日 

至 平成21年 
９月30日 

自 平成22年 
４月１日 

至 平成22年 
９月30日 

自 平成21年 
７月１日 

至 平成21年 
９月30日 

自 平成22年 
７月１日 

至 平成22年 
９月30日 

自 平成21年 
４月１日 

至 平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  14,619,028  16,317,466  7,645,082  8,035,278  31,279,332

経常利益（千円）  324,129  938,784  236,728  618,991  1,756,494

四半期純利益又は四半期（当期）

純損失（△）（千円） 
 △112,183  539,209  △227,765  366,087  △47,535

純資産額（千円） － －  14,774,577  15,224,152  15,131,972

総資産額（千円） － －  33,931,938  34,756,235  35,194,303

１株当たり純資産額（円） － －  1,130.96  1,165.53  1,158.21

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり四半期（当期）純損失

金額（△）（円） 

 △8.61  41.39  △17.48  28.10  △3.65

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  43.4  43.7  42.9

営業活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
 1,562,151  1,838,681 － －  3,391,582

投資活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
 △387,883  △258,944 － －  △844,992

財務活動によるキャッシュ・フロ

ー（千円） 
 △619,091  △630,327 － －  △1,220,930

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  5,701,625  7,312,276  6,574,088

従業員数（人） － －  1,889  1,854  1,913
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当第２四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

（1）連結会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む）であり、臨時雇用者数（パート及び人材会社からの派遣社員等）は、当第２四半期連結会計期間の

平均人員を（ ）外数で記載しております。 

（2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であり、臨時雇用者

数（パート及び人材会社からの派遣社員等）は、当第２四半期会計期間の平均人員を（ ）外数で記載してお

ります。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年９月30日現在

従業員数（人）  1,854  (191)

  平成22年９月30日現在

従業員数（人）  649  (125)
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（1）生産実績 

 当第２四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっており、セグメント間の内部振替前の数値によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（2）受注状況 

 当社グループが生産・販売しております製品は配電制御システム等のシステム製品と低圧遮断器等の機器製品で

あります。システム製品については受注生産を行っており、機器製品については計画生産を行っております。従っ

て、システム製品について、その受注状況を記載しております。 

 当第２四半期連結会計期間の受注状況は、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

（3）販売実績 

 当第２四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．当第２四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は

次のとおりであります。 

なお、前第２四半期連結会計期間における販売先については、販売実績が総販売実績の100分の10未満であ

りますので記載を省略しております。 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称   
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 
前年同四半期比（％） 

日本 （千円）  5,161,310  －

アジア （千円）  2,348,152  －

ヨーロッパ （千円）  700,613  －

報告セグメント計 （千円）  8,210,076  －

その他 （千円）  47,260  －

合計 （千円）  8,257,337  －

  

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

受注高 
（千円） 

前年同四半期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同四半期比 
（％） 

システム製品（配電制御システム等）  2,750,027  134.8  20,726,531  83.6

セグメントの名称   
当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 
前年同四半期比（％） 

日本 （千円）  5,035,351  －

アジア （千円）  2,307,618  －

ヨーロッパ （千円）  659,862  －

報告セグメント計 （千円）  8,002,832  －

その他 （千円）  32,445  －

合計 （千円）  8,035,278  －
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３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

当第２四半期連結会計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の異常な変動等又は、

前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断し

たものであります。 

（1）経営成績の分析 

当第２四半期連結会計期間におけるわが国経済は、緩やかな回復基調にありますが、当連結会計期間内にお

いて急激に円高が進行したこと等により、予断を許さない状況となっています。 

また、欧米においては最悪期を脱したと見られていますが、先行き不透明な状況が続いています。一方、ア

ジアでは、中国、インド等の新興国の経済は堅調であり、世界経済を牽引しています。 

当社グループをとりまく経済環境は、国内・海外における民間設備投資は緩やかな回復傾向にありますが引

き続き低水準で推移しております。当社の主要顧客である造船業界においては、新造船の受注が上向いてまい

りました。 

このような状況のもと、当社グループは中国、東南アジア、オセアニア等の景気伸長にも支えられ、当第２

四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高は80億35百万円と前年同期比5.1％の増収となりました。利

益面では、営業利益は５億85百万円と前年同期比101.2％の増益、経常利益は６億18百万円と前年同期比

161.5％の増益となり、当四半期純利益は３億66百万円と前年同期より大幅に増益となりました。 

なお、製品別の連結売上高は、システム製品（配電制御システム等）が46億53百万円と前年同期比3.3％の増

収、機器製品（低圧遮断器等）が33億82百万円と前年同期比7.7％の増収となりました。 

当社グループのシステム製品の受注状況は、船舶用の受注については回復傾向にあるものの産業用の受注は

伸び悩んでおり、連結受注高は前年同期を上回る27億50百万円となりました。この結果、連結受注残高は第１

四半期連結会計期間末より19億３百万円減少し207億26百万円となりました。 

なお、機器製品は、計画生産を行っているため、前期受注高、受注残高には含めておりません。 

  

当社グループでは、海外拠点での売上高が約40％を占めており、海外における売上の大半はアジア、ヨーロ

ッパ地域からであります。このような経営環境から、今後もこれらの地域での事業拡大が経営の重要課題であ

ることより、第１四半期連結会計期間から「日本」、「アジア」、「ヨーロッパ」の３つの所在地別でのセグ

メント区分によって、事業動向を記載しております。 

当第２四半期連結会計期間におけるセグメント別の業績は以下のとおりであります。  

  

「日本」 

船舶用システム製品（船舶用配電制御システム等）は、造船所の竣工量が豊富な受注残に支えられ堅調で

あったことに加え、停泊中船舶への陸電供給システム（ＡＭＰ）やコンテナ船等の大型船向けの売上もあっ

たことにより、前年同期より売上を伸ばすことができました。産業用製品（配電制御システム・電子応用製

品等）は、ビルや工場向け一般配電制御システムは低水準にあるものの、非常用電源設備、海外発電プラン

ト物件向けや医療用機器が堅調に推移した結果、前年同期に対し大幅に売上を伸ばすことができました。 

機器製品（低圧遮断器等）は、国内向けは民間設備投資の伸び悩みの影響は大きいものの、前年同期より

若干売上を伸ばすことができました。海外向けではオセアニア及びインド、パキスタン等の西アジア新興市

場の成長によって順調に売上を伸ばすことができました。 

その結果、当セグメントの当第２四半期連結会計期間の売上高は50億35百万円となり、セグメント利益は

４億43百万円となりました。 

相手先 

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

三菱重工業株式会社  －  －  839,711  10.5

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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「アジア」 

船舶用システム製品（船舶用配電制御システム等）は、引き続き中国における新造船竣工量が高水準で推

移しており、順調に売上を伸ばすことができました。 

機器製品（低圧遮断器等）は、中国の船舶用向けに加え、マレーシア、インドネシア等の東南アジア市場

で大幅に売上を伸ばすことができました。 

その結果、当セグメントの当第２四半期連結会計期間の売上高は23億７百万円となり、セグメント利益は

３億３百万円となりました。 

「ヨーロッパ」 

機器製品（低圧遮断器等）は、中近東方面への販売は好調でありましたが、欧州での販売は鉄道、郵便関

係施設及びインターネットデータセンター向け需要が堅調であったものの全般的には景気低迷の影響を受け

低調に推移しました。 

その結果、当セグメントの当第２四半期連結会計期間の売上高は６億59百万円となり、セグメント利益は

８百万円となりました。 

（2）財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末における財政状態は、資産の部では、現金及び預金が前期末比７億56百万円及

びたな卸資産が前期末比１億96百万円増加した一方、受取手形及び売掛金が前期末比10億64百万円減少したこ

と等により、流動資産は前期末比１億83百万円減の254億47百万円となりました。固定資産では、有形固定資産

が74百万円及び投資有価証券が78百万円それぞれ前期末から減少したこと等により、前期末比２億54百万円減

の93億８百万円となりました。 

この結果、当第２四半期連結会計期間末における資産合計は、前期末比４億38百万円減の347億56百万円とな

りました。 

負債の部では、支払手形及び買掛金が前期末比２億82百万円及び未払費用が前期末比１億70百万円増加した

一方、事業整理損失引当金が３億33百万円及び短期借入金（1年内返済予定の長期借入金を含む）が３億20百万

円それぞれ前期末から減少したこと等により、流動負債は前期末比２億68百万円減の139億15百万円となりまし

た。固定負債は、長期借入金が前期末比２億57百万円減少したこと等により、前期末比２億61百万円減の56億

16百万円となりました。 

この結果、当第２四半期連結会計期間末における負債合計は、前期末比５億30百万円減の195億32百万円とな

りました。 

純資産の部では、為替換算調整勘定が減少した一方、５億39百万円の四半期純利益計上による利益剰余金の

増加等により、純資産合計は前期末比92百万円増の152億24百万円となりました。 

（3）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末

に比べ７億38百万円増加し、当第２四半期連結会計期間末には73億12百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は13億90百万円（前年同期は８億49百万円の収入）となりました。これは、主

に税金等調整前四半期純利益６億19百万円、売上債権の減少による収入７億11百万円及びその他負債の増加に

よる収入５億70百万円、並びにたな卸資産の増加による支出３億57百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は１億45百万円（前年同期は２億27百万円の支出）となりました。これは、主

に有形固定資産の取得による支出１億35百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は４億69百万円（前年同期は３億６百万円の支出）となりました。これは、主

に短期及び長期借入金の返済による支出４億68百万円等によるものであります。 

（4）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び

新たに生じた課題はありません。 

（5）研究開発活動 

当第２四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、119,480千円であります。なお、

当第２四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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（1）主要な設備の状況 

当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

（2）設備の新設、除却等の計画 

当第２四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。 

また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  52,000,000

計  52,000,000

種類 
第２四半期会計期間末現
在発行数（株） 
（平成22年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成22年11月12日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  13,030,000  13,030,000

大阪証券取引所 

ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード） 

単元株式数 

100株 

計  13,030,000  13,030,000 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成22年７月１日～ 

平成22年９月30日 
 －  13,030,000  －  1,236,640  －  2,244,650
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①【発行済株式】  

（注）「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式40株が含まれております。 

②【自己株式等】 

（注）単元未満株式40株は自己名義所有株式数に含まれておりません。 

（６）【大株主の状況】

  平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社寺崎 大阪市住吉区南住吉２丁目８－４  2,200  16.88

テラサキ従業員持株会 大阪市阿倍野区阪南町７丁目２－10  974  7.48

寺崎泰彦 大阪市阿倍野区  970  7.44

浪華振興株式会社 大阪市阿倍野区阪南町５丁目15－14  866  6.64

寺崎泰造 大阪市阿倍野区  790  6.06

株式会社芳山社 大阪市阿倍野区北畠１丁目15－11  653  5.01

寺崎雄造 兵庫県西宮市  528  4.05

荒巻かおり 東京都目黒区  457  3.50

有限会社アーク 大阪市阿倍野区北畠１丁目15－11  400  3.06

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１  360  2.76

計 －  8,201  62.94

（７）【議決権の状況】

  平成22年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      900 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  13,028,600  130,286

権利内容になんら限定

の無い当社における標

準となる株式 

単元未満株式 普通株式      500 － － 

発行済株式総数       13,030,000 － － 

総株主の議決権 －  130,286 － 

  平成22年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

寺崎電気産業㈱ 
大阪市阿倍野区阪南

町七丁目２番10号 
 900  －  900  0.01

計 －  900  －  900  0.01

- 8 -



【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ市場におけるものであります。 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

２【株価の推移】

月別 平成22年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円）  565  534  777  690  670  555

最低（円）  420  480  500  607  480  482

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第２四半期連結

会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年９月30日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び前第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から平成22年９月30日まで）及び当第２四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任

監査法人による四半期レビューを受けております。  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 7,292,849 6,536,519

受取手形及び売掛金 10,929,113 11,993,858

有価証券 19,427 37,569

商品及び製品 2,889,322 2,752,693

仕掛品 2,245,691 2,183,915

原材料及び貯蔵品 1,453,472 1,455,565

繰延税金資産 611,229 622,866

その他 371,313 352,686

貸倒引当金 △364,931 △304,262

流動資産合計 25,447,488 25,631,412

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 4,072,208 4,090,346

減価償却累計額 △2,858,374 △2,817,833

建物及び構築物（純額） 1,213,833 1,272,513

機械装置及び運搬具 4,768,036 4,945,231

減価償却累計額 △4,176,016 △4,329,807

機械装置及び運搬具（純額） 592,020 615,424

工具、器具及び備品 6,465,464 6,617,266

減価償却累計額 △5,898,686 △6,016,926

工具、器具及び備品（純額） 566,777 600,339

土地 3,141,549 3,142,064

リース資産 20,852 20,852

減価償却累計額 △4,518 △2,432

リース資産（純額） 16,334 18,419

建設仮勘定 674,170 630,464

有形固定資産合計 6,204,686 6,279,226

無形固定資産   

その他 935,072 973,023

無形固定資産合計 935,072 973,023

投資その他の資産   

投資有価証券 341,141 420,013

繰延税金資産 332,483 351,973

その他 1,624,679 1,668,989

貸倒引当金 △129,315 △130,334

投資その他の資産合計 2,168,988 2,310,641

固定資産合計 9,308,747 9,562,890

資産合計 34,756,235 35,194,303
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（単位：千円）

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,297,315 6,015,231

短期借入金 2,639,155 2,925,025

1年内返済予定の長期借入金 542,440 577,160

未払法人税等 386,190 345,009

製品保証引当金 186,536 222,494

事業整理損失引当金 151,104 484,452

未払費用 1,561,001 1,390,203

その他 2,151,650 2,224,796

流動負債合計 13,915,393 14,184,374

固定負債   

長期借入金 2,555,800 2,813,620

退職給付引当金 2,627,760 2,623,155

役員退職慰労引当金 329,427 329,470

その他 103,700 111,711

固定負債合計 5,616,689 5,877,957

負債合計 19,532,082 20,062,331

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,236,640 1,236,640

資本剰余金 2,244,650 2,244,650

利益剰余金 13,050,683 12,602,678

自己株式 △1,390 △1,356

株主資本合計 16,530,583 16,082,611

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 49,148 99,811

為替換算調整勘定 △1,393,961 △1,091,977

評価・換算差額等合計 △1,344,813 △992,165

少数株主持分 38,382 41,525

純資産合計 15,224,152 15,131,972

負債純資産合計 34,756,235 35,194,303
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 14,619,028 16,317,466

売上原価 10,964,666 11,790,743

売上総利益 3,654,362 4,526,722

販売費及び一般管理費 ※  3,325,872 ※  3,407,454

営業利益 328,489 1,119,267

営業外収益   

受取利息 13,444 11,119

受取配当金 10,830 11,823

受取ロイヤリティー 19,689 －

助成金収入 19,201 －

その他 21,040 28,654

営業外収益合計 84,206 51,598

営業外費用   

支払利息 72,259 48,788

為替差損 16,273 170,454

その他 32 12,838

営業外費用合計 88,566 232,081

経常利益 324,129 938,784

特別利益   

投資有価証券売却益 8,523 －

貸倒引当金戻入額 1,642 12,766

受取損害賠償金 17,176 －

その他 448 1,248

特別利益合計 27,791 14,014

特別損失   

固定資産除却損 3,963 1,144

特別損失合計 3,963 1,144

税金等調整前四半期純利益 347,957 951,654

法人税、住民税及び事業税 283,266 357,462

法人税等調整額 173,880 56,625

法人税等合計 457,146 414,088

少数株主損益調整前四半期純利益 － 537,565

少数株主利益又は少数株主損失（△） 2,995 △1,643

四半期純利益又は四半期純損失（△） △112,183 539,209
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【第２四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日 

 至 平成22年９月30日) 

売上高 7,645,082 8,035,278

売上原価 5,658,306 5,767,612

売上総利益 1,986,775 2,267,665

販売費及び一般管理費 ※  1,695,777 ※  1,682,260

営業利益 290,998 585,405

営業外収益   

受取利息 4,873 5,684

受取配当金 640 679

為替差益 － 53,694

助成金収入 19,201 －

その他 7,923 9,974

営業外収益合計 32,638 70,032

営業外費用   

支払利息 35,705 24,627

為替差損 51,189 －

デリバティブ評価損 － 11,802

その他 14 16

営業外費用合計 86,908 36,446

経常利益 236,728 618,991

特別利益   

固定資産売却益 328 1,106

貸倒引当金戻入額 833 152

受取損害賠償金 462 －

特別利益合計 1,623 1,259

特別損失   

固定資産除却損 3,164 265

特別損失合計 3,164 265

税金等調整前四半期純利益 235,187 619,984

法人税、住民税及び事業税 176,509 169,234

法人税等調整額 286,938 85,406

法人税等合計 463,447 254,640

少数株主損益調整前四半期純利益 － 365,343

少数株主損失（△） △494 △744

四半期純利益又は四半期純損失（△） △227,765 366,087
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 

 至 平成22年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 347,957 951,654

減価償却費 435,828 403,849

引当金の増減額（△は減少） 192,221 △173,559

受取利息及び受取配当金 △24,274 △22,943

支払利息 72,259 48,788

売上債権の増減額（△は増加） 693,819 746,431

たな卸資産の増減額（△は増加） 167,749 △351,950

仕入債務の増減額（△は減少） △1,168,247 448,360

その他の資産の増減額（△は増加） 238,492 △73,536

その他の負債の増減額（△は減少） 1,028,878 161,459

受取損害賠償金 △17,176 －

その他 △2,523 39,956

小計 1,964,982 2,178,510

利息及び配当金の受取額 24,135 17,729

利息の支払額 △71,861 △46,375

損害賠償金の受取額 17,176 －

法人税等の支払額 △372,282 △311,183

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,562,151 1,838,681

投資活動によるキャッシュ・フロー   

投資有価証券の取得による支出 △953 △990

投資有価証券の売却による収入 10,623 －

有形固定資産の取得による支出 △353,066 △288,081

有形固定資産の売却による収入 22,718 59,501

貸付けによる支出 △200 －

その他の収入 2,081 2,487

その他の支出 △69,085 △31,860

投資活動によるキャッシュ・フロー △387,883 △258,944

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入れによる収入 1,839,027 2,094,460

短期借入金の返済による支出 △2,044,194 △2,337,248

長期借入れによる収入 100,000 －

長期借入金の返済による支出 △380,555 △292,540

自己株式の取得による支出 － △33

配当金の支払額 △130,291 △91,203

その他 △3,077 △3,761

財務活動によるキャッシュ・フロー △619,091 △630,327

現金及び現金同等物に係る換算差額 △91,804 △211,222

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 463,371 738,187

現金及び現金同等物の期首残高 5,238,254 6,574,088

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  5,701,625 ※  7,312,276
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当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

１．会計処理基準に関する事

項の変更 

（1）資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基

準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を適用しております。 

 これによる、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は

ありません。 

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

（四半期連結損益計算書） 

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第２四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。 

２．前第２四半期連結累計期間において、区分掲記しておりました「助成金収入」（当第２四半期連結累計期間

では3,156千円）は、営業外収益総額の100分の20以下となったため、当第２四半期連結累計期間では営業外収

益の「その他」に含めて表示することとしました。 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

（四半期連結貸借対照表） 

前第２四半期連結会計期間において、有形固定資産の「その他」で表示しておりました「リース資産」は、

当第２四半期連結会計期間では区分掲記することとしました。  

（四半期連結損益計算書） 

１．「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の

適用により、当第２四半期連結会計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しておりま

す。 

２．前第２四半期連結会計期間において、区分掲記しておりました「助成金収入」（当第２四半期連結会計期間

では149千円）は、営業外収益総額の100分の20以下となったため、当第２四半期連結会計期間では営業外収益

の「その他」に含めて表示することとしました。 

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

   偶発債務 千円 57,120    偶発債務 千円 124,920

 TERASAKI ESPANA,S.A.U.がグラノーラス市（スペイ

ン）との間で締結した契約に基づき、将来の事業継続

確保等一定の条件が満たされなかった場合に生じる支

払債務。 

 TERASAKI ESPANA,S.A.U.がグラノーラス市（スペイ

ン）との間で締結した契約に基づき、将来の事業継続

確保等一定の条件が満たされなかった場合に生じる支

払債務。 

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

従業員給料及び手当 千円 1,027,126

貸倒引当金繰入額 千円 1,214

退職給付費用 千円 131,524

役員退職慰労引当金繰入額 千円 13,688

研究開発費 千円 282,073

減価償却費 千円 129,851

従業員給料及び手当 千円 1,000,219

貸倒引当金繰入額 千円 101,413

退職給付費用 千円 115,946

役員退職慰労引当金繰入額 千円 13,297

研究開発費 千円 233,673

減価償却費 千円 113,638

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

従業員給料及び手当 千円 515,971

貸倒引当金繰入額 千円 －

退職給付費用 千円 65,520

役員退職慰労引当金繰入額 千円 6,843

研究開発費 千円 152,208

減価償却費 千円 67,715

従業員給料及び手当 千円 482,073

貸倒引当金繰入額 千円 55,162

退職給付費用 千円 56,703

役員退職慰労引当金繰入額 千円 6,680

研究開発費 千円 119,480

減価償却費 千円 56,636

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成21年９月30日現在） 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在） 

  

現金及び預金勘定 千円 5,696,194

有価証券勘定 千円 5,430

取得日から償還日までの

期間が３ヶ月を超える債

券等 

－  

現金及び現金同等物 千円 5,701,625

現金及び預金勘定 千円 7,292,849

有価証券勘定 千円 19,427

取得日から償還日までの

期間が３ヶ月を超える債

券等 

  －

現金及び現金同等物 千円 7,312,276
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当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年９月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 13,030,000株 

２．自己株式の種類及び株式数 

 普通株式     940株 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

配当金支払額 

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日）及び前第２四半期連結累計期間

（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 当社グループの事業は産業用電気機械器具等の製造、販売並びにこれらの付随業務からなる単一事業でありま

す。従いまして、開示対象となるセグメントはありませんので記載を省略しております。 

前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

  

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的接近度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

ヨーロッパ  西欧州 

アジア    東南アジア 東アジア 

その他    南アメリカ 

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額

（千円） 
１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月29日 

定時株主総会 
普通株式  91,203  7 平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  日本 
（千円） 

ヨーロッパ
（千円） 

アジア
（千円） 

その他
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結
（千円） 

売上高                                      

（1）外部顧客に対する売上

高 
 4,066,507 941,400 2,603,874 33,299  7,645,082  － 7,645,082

（2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 898,196 9,398 439,553 －  1,347,148  △1,347,148 －

計  4,964,704 950,798 3,043,427 33,299  8,992,230  △1,347,148 7,645,082

営業利益又は営業損失（△）  45,731 13,219 430,057 △6,625  482,382  △191,383 290,998

  日本 
（千円） 

ヨーロッパ
（千円） 

アジア
（千円） 

その他
（千円） 

計
（千円） 

消去又は全社
（千円） 

連結
（千円） 

売上高                                      

（1）外部顧客に対する売上

高 
 8,141,468 1,653,375 4,767,624 56,559  14,619,028  － 14,619,028

（2）セグメント間の内部売

上高又は振替高 
 1,577,113 23,305 795,732 －  2,396,151  △2,396,151 －

計  9,718,582 1,676,681 5,563,356 56,559  17,015,179  △2,396,151 14,619,028

営業利益又は営業損失（△）  △128,638 △4,123 768,909 △15,780  620,367  △291,878 328,489
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前第２四半期連結会計期間（自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日） 

前第２四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日） 

 （注）１．国又は地域は地理的接近度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

ヨーロッパ  西欧州 東欧州 中近東 

アジア    東南アジア 東アジア 

その他    南北アメリカ オセアニア アフリカ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

１．報告セグメントの概要  

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日）及び当第２四半期連結会計期間

（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経

営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象になっているものです。 

当社グループは各種配電盤及び低圧遮断器を主とした産業用電気機械器具等を生産・販売しており、国内

においては当社が、海外においてはそれぞれの連結関連会社の所在地において現地法人が経営を担当してお

ります。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり取り扱い製品についてそれぞれの地域の包括的な戦略

を立案し事業活動を展開しております。 

したがって、当社グループは、生産・販売体制を基礎とした所在地別セグメントから構成されており、製

品を販売する市場と顧客の類似性から集約した「日本」、「アジア」及び「ヨーロッパ」の３つを報告セグ

メントとしております。 

なお、各セグメントの構成は次のとおりです。 

「日本」は、当社 寺崎電気産業㈱のほか、テラテック㈱、テラメックス㈱、テラサキ伊万里㈱、寺崎ネ

ルソン㈱、㈱耶馬溪製作所の国内５社を含みます。 

「アジア」は、TERASAKI ELECTRIC CO.,(F.E.)PTE.LTD.、ELECTRIMEC ASIA PACIFIC PTE.LTD.、TERASAKI 

CIRCUIT BREAKERS(S)PTE.LTD.（以上 シンガポール）、TERASAKI ELECTRIC (CHINA) LIMITED、TERASAKI 

ELECTRIC (SHANGHAI)CO.,LTD.（以上 中国）、TERASAKI ELECTRIC (M) SDN.BHD.（マレーシア）で構成され

ます。 

「ヨーロッパ」は、TERASAKI ELECTRIC (EUROPE) LTD.（イギリス）、TERASAKI ESPANA, S.A.U.（スペイ

ン）、TERASAKI ITALIA s.r.l.（イタリア）で構成されます。 

【海外売上高】

  ヨーロッパ アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,021,873  2,982,040  286,487  4,290,401

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  －  7,645,082

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 13.4  39.0  3.7  56.1

  ヨーロッパ アジア その他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,747,157  5,807,290  428,605  7,983,053

Ⅱ 連結売上高（千円）  －  －  －  14,619,028

Ⅲ 連結売上高に占める海外

売上高の割合（％） 
 12.0  39.7  2.9  54.6

【セグメント情報】
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２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

（単位：千円） 

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

（単位：千円） 

（注）「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、南米の現地法人の事業活

動を含んでおります。 

３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項） 

当第２四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間（自平成22年７月１日 至平成22年９月30日） 

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  日本 アジア ヨーロッパ 計 

売上高             

外部顧客への売上高  9,789,549  5,181,389  1,277,443  16,248,382  69,083  16,317,466

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 1,791,094  1,010,306  9,708  2,811,109  －  2,811,109

計  11,580,644  6,191,696  1,287,151  19,059,492  69,083  19,128,575

セグメント利益又は損失（△）  647,278  810,666  15,237  1,473,183  △10,257  1,462,925

  報告セグメント 
その他 
（注） 

合計 
  日本 アジア ヨーロッパ 計 

売上高             

外部顧客への売上高  5,035,351  2,307,618  659,862  8,002,832  32,445  8,035,278

セグメント間の内部売上高又
は振替高 

 842,844  503,636  3,976  1,350,457  －  1,350,457

計  5,878,195  2,811,254  663,839  9,353,289  32,445  9,385,735

セグメント利益又は損失（△）  443,019  303,944  8,274  755,238  △5,063  750,174

  （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  1,473,183

「その他」の区分の損失（△）  △10,257

セグメント間取引消去  9,712

全社費用（注）  △353,371

四半期連結損益計算書の営業利益  1,119,267

  （単位：千円）

利益 金額 

報告セグメント計  755,238

「その他」の区分の損失（△）  △5,063

セグメント間取引消去  7,789

全社費用（注）  △172,558

四半期連結損益計算書の営業利益  585,405
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（追加情報） 

第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平

成20年３月21日）を適用しております。  

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

四半期連結貸借対照表計上額その他の金額に前連結会計年度末の末日に比して著しい変動が認められないた

め、記載を省略しております。 

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

当社グループの事業の運営上、四半期連結財務諸表に与える影響が軽微で、かつ、四半期連結貸借対照表計上

額その他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

当社グループの事業の運営上、四半期連結財務諸表に与える影響が軽微で、かつ、四半期連結貸借対照表計上

額その他の金額に前連結会計年度の末日に比して著しい変動が認められないため、記載を省略しております。 

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間末（平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

（金融商品関係）

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（資産除去債務関係）

（賃貸等不動産関係）
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。 

当第２四半期連結会計期間（自 平成22年７月１日 至 平成22年９月30日） 

 リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転外ファイナンス・リース取引について、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度

末に比べて著しい変動が認められないため、記載しておりません。 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報）

当第２四半期連結会計期間末 
（平成22年９月30日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,165.53円 １株当たり純資産額 1,158.21円

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 8.61円 １株当たり四半期純利益金額 41.39円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 

至 平成22年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △112,183  539,209

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △112,183  539,209

期中平均株式数（千株）  13,029  13,029

前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

１株当たり四半期純損失金額 17.48円 １株当たり四半期純利益金額 28.10円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、１株当たり純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前第２四半期連結会計期間 
（自 平成21年７月１日 

至 平成21年９月30日） 

当第２四半期連結会計期間 
（自 平成22年７月１日 

至 平成22年９月30日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  △227,765  366,087

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 △227,765  366,087

期中平均株式数（千株）  13,029  13,029

（重要な後発事象）

（リース取引関係）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成21年11月12日

寺崎電気産業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 寺澤  豊   印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 吉田 敏宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている寺崎電気産業株

式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成21年７月１日から

平成21年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、寺崎電気産業株式会社及び連結子会社の平成21年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年11月11日

寺崎電気産業株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 寺澤  豊   印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 吉田 敏宏  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている寺崎電気産業株

式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成22年７月１日から

平成22年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について

四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、寺崎電気産業株式会社及び連結子会社の平成22年９月30日現在の財政

状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間の経営成績並びに第２四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が、すべての重要な点において認められなか

った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。 




